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１．はじめに
　食料・農業・農村基本法の目的を農家所得向上・安定
化と農業構造改善，それによる食糧安定供給であるとす
れば，民主党政権の農業者戸別所得補償制度（以下，新
制度と略）はこの目的にどの程度合致するものなのか。
新制度の是非については様々な評価がなされている。
　本稿の目的は，新制度の仕組みの検討とそれに対する
賛否両論の論点を踏まえたうえで，新制度が食料・農業・
農村基本法の目的に答えられるか否かを検討するもので
ある。
　具体的課題としては，①新制度の仕組みと性格を把握
し，②その論点・課題の整理・分析を行い，③とりわけ
政策持続性の観点から新制度の限界を検討し，④これら
を踏まえたうえで，日本の農業政策のあり方について提
言を行うことである。
２．農業者戸別所得補償制度の仕組みとその性格
　新制度は2010年に実施した水田を対象とするモデル
対策（以下，モデル対策と略）を経て，2011年4月から
は畑作物にも対象を拡大し本格実施された。その目的は，
国民の食生活上重要な作物のうち「販売価格－生産費」
が恒常的にマイナスとなっている作物を対象に農家の赤
字補填によって農業経営安定と国内生産力確保を図り，
もって，食料自給率の向上と農業の多面的機能維持を図
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individual rice-growing households to help them cover losses when their income from sales does not match the 
costs for growing rice.  
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ることとされている。
（１）新制度の仕組み１）
　新制度は「畑作物の所得補償交付金」「水田活用の所
得補償交付金」「米に対する助成」の3部門から成って
おり2011年度の予算額は8,003億円にものぼる。
１）畑作物の所得補償交付金（2011年予算額2,123億円）
　麦，大豆，てん菜，でん粉原料用バレイショ，そば，
なたねを生産数量目標に従って生産（水田・畑地作に共
通適用）する販売農家・集落営農には，標準的な生産費
と標準的な販売価格の差額分に相当する交付金が交付さ
れる。支払いは単収増や品質向上の努力が報われること
を考慮した数量払いと，農地を農地として保全し営農の
継続を可能とすることを考慮した面積払いからなるが，
数量払いが基本となる。先に前年の生産面積に基づき面
積払いが交付され，当該年度の出荷・販売数量が明らか
となった段階で，数量払いの額を確定し，先に交付され
た面積支いを差し引いた額が追加交付される。すなわち，
面積払いは数量払いの内金で，大半の場合，数量払いに
一本化される。
　数量払いの単価（品目別・全国一律）は，全算入生産
費をベースに算定した標準的生産費と標準的販売額との
差額分として算定され，品質格差に応じて増減される（品
質加算）。一方，前年産の生産面積がある者で，数量払
いの交付申請を行う者を対象とする面積払単価は営農を
継続するための最低限の経費が賄える水準とされる2万
円/10a（作物共通・全国一律）に設定された。
　畑作物の所得補償交付金は従来の水田・畑作経営所得
安定対策（以下，所得安定対策と略）のゲタに相当するが，
そば，なたねが対象品目に追加されたこと，ゲタでは面
積固定払いが中心（7割）であったが，ここでは数量払
いが基本である点でゲタとは違う。なお，所得安定対策
のナラシ（収入減少影響緩和対策）は廃止となった２）。
２）水田活用の所得補償交付金（11年度予算額2,284億円）
　水田の転作部門を対象とする事業として水田を余すこ
となく活用し食料自給率を向上させることを目的とする
交付金として，水田で麦，大豆，飼料作物，新規需要米
（米粉用，飼料用，WCS），そば，なたね，加工用米といっ
た戦略作物を栽培する全ての販売農家，集落営農に対し，
作付面積に応じて主食用米並みの所得を確保し得る水準
の全国統一単価の助成を行う。生産調整とはリンクしな
いので減反非参加者も対象となる。
　10a当り交付単価は，麦，大豆，飼料作物35,000円，
新規需要米80,000円，そば，なたね，もち米などの加
工用米 20,000 円であるが，麦，大豆，そば，なたねに
ついては，このほかに畑作物の所得補償交付金も交付さ
れる。
　また，主食用米と戦略作物，または戦略作物同士の組
合せで作付された場合，二毛作助成として15,000円が
上乗せされる。なお捨て作り防止対策として，実需者等
との出荷・販売契約等を締結することと出荷・販売する
ことを交付金受給の条件とする。
　その他に，国から都道府県に配分する資金枠（481億円）
の範囲内で，都道府県が地域の実情に即して，助成内容
を設定できる「産地資金」が創設された３）。 
　ちなみに，従来の産地づくり交付金（08年度予算1,320
億円）は水田活用の所得補償交付金に衣替えしたことに
なる。
３）米に対する助成（2011年度予算額3,320億円）
　水田の稲作部門を対象にする助成として，米販売価格
が生産コストを恒常的に下回っているという基本認識か
ら，販売価格と生産コストとの差をすべて補う補助金を
支給し稲作経営の再生産を支援する制度であり，米の所
得補償交付金（定額部分）と米価変動補填交付金（変動
部分）からなる（図1と2）。
　その仕組みは，まず慢性的赤字状況にある米の標準的
生産コスト（過去7年（02〜08年）中庸5年の全国平均）
と標準的販売価格（全銘柄平均の相対取引価格の過去3
年間（06〜08年）の全国平均から流通経費等を除いた
金額）との差を補うために，当年産米の販売価格いかん
にかかわらず10a当り15,000円が定額部門として米農家
に支給される。また，当年度の販売価格（相対市場価格）４）
図１　米のモデル事業の仕組み
　資料：農林水産省
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が標準販売価格を下回った場合は，その差額が変動部分
として支給される。なお定額部分と変動部分の補償は生
産調整に参加する全ての販売農家，集落営農（規模制限
はなし）が支給対象となる。
（２）新制度の目標と性格
　新制度の性格を旧制度と比較しまとめると以下のよう
になる（表1）。
１）新制度の目標・意図：自給率向上
　磯田と田代は，①モデル対策の基本目的は食料自給率
の向上にある，②目的達成のための直接手段は水田での
戦略作物等の生産拡大である，③その前提（直接手段を
有効に機能させるための環境整備）となるのが水田経営
安定化（米のモデル事業）であると指摘した５）が，こ
の論理構成は本格実施においても引継がれている。農林
水産省は新制度に関する基本的な考え方を「制度の大き
な目的は食料自給率向上であり，そのため麦・大豆等の
戦略作物の生産振興が必要である」と示す６）。すなわち，
従来の農政が水田稲作の経営安定に重点を置いたのに対
し，新制度は自給率向上を第1の政策目標に掲げる。政
府政策説明資料の順番が「畑作物の所得補償交付金」「水
田活用の所得補償交付金」「米に対する助成」の順になっ
ているのもその表れであろう。
２） 新制度における戦略作物の位置づけ：転作作物から
本作への格上げ
　従来の農政における転作作物は米に代わる代替作物と
いう位置づけであった。また担い手，減反参加が転作補
助金受給の条件であった。これに対し新制度における戦
略作物は，米の代替作物ではなく自給率向上のため積極
的に増やすべき作物と位置づけられている。なお，これ
農業者戸別所得補償制度の性格と限界 ─  金
表１　農業者戸別所得補償制度における助成体系
　（旧制度との比較）
図２　米に対する助成の仕組み
　資料：農林水産省
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ら戦略作物を積極的に（少しでも）増やすため，生産数
量目標の未達成者であっても，水田の一部に戦略作物を
栽培すれば（さらに裏作であっても）補填対象とする。
３）「米に対する助成」の性格
　従来の農政は，生産数量目標以上の米は作らせない農
政であった。そのため，数量目標以上を作ると罰則が課
せられるし，目標数量の米生産に対しても奨励などはな
かった。また米の需給調整は麦・大豆等への支援（産地
づくり交付金）をもって確保しようとした。
　一方，新制度の「米に対する助成」は，生産数量目標
までは補助金を支払ってまで（定額部分）作らせる農政
であり，米の需給調整は主に新規需要米への支援（水田
活用の所得補償交付金）により確保しようとする。
４）生産調整の選択制への移行
　従来の減反政策では，生産調整参加者の努力・犠牲に
よって米価は維持されるが，減反不参加者にもそのメリッ
トが行き渡る仕組みであったため，農業者間の不公平間
が常に指摘された。新制度は，減反非参加者・地域への
ペナルティ的措置－都道府県から市町村への生産数量目
標の配分における未達成地域に対する格差と市町村から
農業者への生産数量目標の配分おける未達成者に対する
配分数量の格差など－を廃止する代わりに，生産調整参
加のメリット（定額部分と変動部分）をより明確にする
ことによって生産調整を維持しようとする。また，水田
活用の所得補償交付金と生産調整とのリンクも外された。
「強制的な生産調整」から「生産調整の選択制」への移
行といえる。
３．農業者戸別所得補償制度の論点および課題
　新制度については大いに評価する声から厳しい批判ま
で様々な意見がある。その評価は，「米に対する助成」
を「不足払い」とみるか単純な「ナラシ」とみるか，ま
た「生産調整選択制への移行」をどうみるかによって分
かれる。以下では，賛否両論を踏まえたうえでその論点
と課題を整理する。
（１）農家経営・所得安定対策としての性格について
１）評価する意見
　モデル事業を「生産費を基準にした不足払い」だとし，
経営・所得安定対策として高く評価するのは服部［11］
である。服部は，「これまでの農業政策には米生産規模
拡大の経済的誘引が乏しかった７）。例えば，米経営所得
安定対策（98〜06年）は市場価格を基準とした不十分
な不足払いであった。米価格が下がれば基準自体も下が
る仕組みで経営安定対策としては不十分であった８）。所
得安定対策（07年〜）のナラシにおいても，所得支持
基準が以前の市場価格から収入に変更されたものの，価
格が下がれば基準も下がる点では変わりはなかった。加
えて，当対策が米をゲタの対象から外したことで，全て
の米農家を対象にする不足支払いで農家所得を支え，規
模拡大・構造改革を成し遂げるチャンスを逃した（最大
の問題）９）。その結果，米農業の規模拡大は思い通り進
まず，産業としての持続可能性をも喪失する危機に直面
している10）」と批判する。
　服部は，米農家の所得を支え生産構造改革を促すため
には，所得支持基準は一定の水準に一時期固定されるべ
きであり，それが生産費だとしたうえで，①生産費を基
準（基準は5年間程度固定）にした明確な不足払い制度
の導入，②産地作り交付金と新規需要米助成を長期間続
ける，③メリットとデメリットを明確にしたうえで（生
産調整参加を①，②の条件とする）の生産調整の選択制
を主張してきた11）。
　その点において，服部は，新制度はまさに自身が一貫
して主張してきた「生産費を基準にした不足払い制度」
であり，「生産調整選択制への移行」もほぼ反映された
制度だ 12）とし，新制度が経営所得安定，さらには規模
拡大・構造改善につながると期待する13）。
　ところが，新制度の初年度である2010年，米価は大
幅に下落した。これを受け，米農家には定額部分とほぼ
同額の 15,100 円 /10a が変動部分として補てんされた。
変動部分の農家収入下支え効果を分析した小野［16］は，
変動部分を加算しても標準的生産費用をカバーできない
産地銘柄が46銘柄もあるとしながらも，全国平均とし
ては標準的生産費用までの所得が補償された，すなわち
価格暴落のなかでも販売収入減少は相当和らげられたと
し，新制度の農家経営・所得安定効果を認める。
２） 不十分な経営所得安定対策（不足払いではない）と
の主張
　一方，田代はモデル事業の変動部分について，①標準
的な販売価格を過去3年平均とすると標準的な販売価格
が大きく変動する恐れがある，②すなわち標準的な販売
価格が低下し，生産費と市価との差額補填が出来ない（不
足払いにはならない），③経営所得安定対策・ナラシよ
りも不安定であるとし，「似非」不足払いに過ぎないと
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する 14）。磯田は2011年度の本格実施において不足払い
への回帰の動きは見られるものの，モデル事業の変動部
分は単なるナラシであったとする15）。また，藤野も新制
度を「定額交付金付き収入減少緩和対策」とみる16）。以
上のように，新制度は不足払いになっていないとし，不
足払いへの転換を主張する声も依然高い。
（２）食料自給率向上対策としての性格について
１）評価する意見
　新制度の「水田活用の所得補償交付金」に注目し，非
主食用米生産拡大は食料自給率向上につながると高く評
価するのは村田［14］である。村田は新制度の本質は，
ただの米価補填にあるのではなく，限られた国内農地を
十二分に活用し「穀物」を増産し食料自給率を上げるこ
とにある 17）としたうえで，日本農業の生産性（自給率）
向上のためには，得意分野である水田農業－水田には他
の転作作物よりは米作りがもっとも適しており，しかも
水田は極めてカロリー生産性の高い生産手段である－を
発達させるべきだが，これまで日本は長年の生産調整を
通して限られた農地である水田を十分利用してこなかっ
た（生産調整対象水田面積の半分程度は有効に利用され
ていない）とする18）。すなわち，これまでの日本農業は
主食用米偏重農政で行き詰まった 19）が，新制度が米を
穀物とみる（多様な用途の米生産の奨励）ことによって
ようやく農政に広がりがでた 20）とし，とりわけ水田活
用の所得補償交付金を食料自給率向上対策とし評価する。
　なお，村田は水田フル活用には生産調整見直しが不可
欠だとする。生産調整見直しとは必ずしも生産調整の政
策的廃止でなくても，主食用米作付けより非主食用米の
作付が有利となり自ずと生産調整が要らなくなる状況だ
とする。生産調整見直しによって米価が下落すれば，主
食用米と新規需要米に対する需要は拡大する，ただ米価
下落は特に担い手農家への打撃となるので主食用米と新
規需要米を問わず米の担い手だけを対象とする直接支払
いが必要である，直接支払いさえあれば，WTO交渉に
おいて米が一般品目となっても国産米は輸入米に競争で
きるし輸出も可能である，市場開放と農業保護の両立は
可能であると主張する21）。　
２）新規需要米の普及への壁
　村田の評価にもかかわらず，新規需要米の奨励は非主
食用米の過剰につながる恐れがある。そうなった場合，
食料自給率向上どころか，小麦・大豆の生産減（自給率
低下）と共に，だぶついた新規需要米の処理に農政はま
た苦悩することになる。現在も，新規需要米の需要が十
分であるとはいえない。狭い販路（限られた需要）と輸
入小麦や輸入トウモロコシに比べての高い価格が新規需
要米普及の壁となっている22）。新政策が実需者との契約・
結び付きを義務づけたのもそのためである。新規需要米
に対する経済的に有効でかつ根本的な需要拡大策を打ち
出せるかが先決課題といえる。
（３）農業構造改革につながるかについて
　新制度が最低限の生産コストを補填するセーフティネッ
トの役割をはたしても，構造対策を加味しないと中途半
端な政策に終ってしまうという村田の指摘23）のように，
新政策が農業構造改革に資するものなのかは，最大論点
の１つである。
１） 担い手中心政策からの転換と農業構造に対するビジョ
ンの欠如
　かつての自民党農政は「効果的かつ安定的な農業経営
を育成しこれらの農業経営が農業生産の相当部分を担う
農業構造を確立する」（食料・農業・農村基本法12条）
という「担い手中心の産業の育成」というビジョンを掲
げてきた。これに対し新制度は，全販売農家・集落営農
を対象とする。そのため，担い手や農業構造に対するビ
ジョンが不透明で農業構造改善にはつながらない（構造
改革への逆行）という批判が止まない。
２）兼業農家の温存（農地の流動化の停滞）
　すなわち，すべての米農家を対象に標準的な「生産コ
ストと販売価格との差」を埋め合わせてくれる仕組では，
兼業農家であっても農地を手放さないのが自然の流れで
あり，兼業農家の温存とそれによる零細農業構造の長期
化が懸念される24）。なお大規模化による生産コスト削減
努力が不可欠だが，新制度の一律単価はそれを鈍らせる
側面をもつ。政府は標準的生産コスト，標準的販売価格
を基準とする支払いなので，生産コストが低い経営ほど，
販売価格が高い農家ほど有利な制度である，そのため規
模拡大や効率的な経営への意欲に繋がる側面があり，零
細農業構造の固定化にならないとする 25）が，あまりに
も楽観的な考え方であろう。
　実際に，各地で兼業農家による「集落営農脱退」「農
地の貸し剥がし」が起きている。今まで，「集落営農に
参加し米は自分で，転作は集落営農で」，又は「米は自
分で，転作は貸付の大規模農家で」というやり方から「米
も自分で，新規需要米も自分で」という動きが広がって
いる26）。農地流動化の停滞による零細農業構造の固定化
農業者戸別所得補償制度の性格と限界 ─  金
234
山形大学紀要（農学）第 16 巻　第 4 号38
への懸念は消えない。
（４）集落営農・集団転作体系への影響について
１）集落営農の行方
　生源寺は，新制度では長年形成されてきた「経営体」「効
率的かつ安定的な農業経営」などの担い手関連政策概念
がひっくり返された 27）とした上で，とりわけ土地利用
型農業発展の１つのルートといえる集落営農・組織的営
農に関する政策欠如を憂慮する28）。新制度によれば，集
落営農から脱退し単独で戸別所得補償制度対象になる場
合，当該集落営農の同意が必要とされるが，兼業農家に
よる集落営農脱退が相次ぎ集落営農が解散に追い込まれ
るケースも増えている。高齢化などで集落営農自体が重
荷になったり，新政策で集落営農のメリットが薄れたか
らという29）。
２）集団転作の崩れと転作体系への影響
　集落営農からの脱退・解散は，集団転作の崩れにつな
がり地域内転作体系にも影響を与えることになる30）。兼
業農家の集落営農脱退や貸し剥がしは大半の場合，新規
需要米生産へのシフトにつながる。また麦・大豆産地に
おいても，新制度における助成金減額で，新規需要米へ
のシフトが起きる31）。なお，旧産地づくり交付金を利用
して大規模野菜・花卉の産地化を進めてきた北海道水田
作地帯などでは，交付金減額で野菜・花卉生産からの撤
退の可能性も指摘されている32）。新規需要米生産へのシ
フトの結果，2010年度の転作麦・大豆の生産面積は共
に減少に転じた33）。転作体系への影響については，今後
の転作動向を見極めながら，品目別の長期的需給をも意
識した対応が求められている。
４．「米に対する助成」は不足払いなのかナラシなのか
　「米に対する助成」が不足払いかナラシかは農家経営・
所得安定の側面（前述）だけではなく，政策の持続可能
性（後述，5章）にも重要な意味をもつ。
（１）3つのケースの検討
　磯田［1］，田代［6］，藤野［12］らの議論は，定額部
分は固定であるとの前提で，変動部分のみに注目する。
すなわち，変動部分が，「固定」の標準的な販売価格と
米価との差額である場合は「不足払い」，「変動」の標準
的な販売価格と米価との差額である場合は「ナラシ」と
見ている。しかし，農林水産省も定額部分が固定だと明
言していないし34），制度の趣旨からも固定とはいえない。
そこで，以下では，考えられる3つのケースを想定し，
変動部分のみならず定額部分を含む全体を捉え，「米に
対する助成」の性格を考察する。不足払いかナラシかを
決定するのは，「標準的な生産費；C」と「標準的な販
売価格；P」（すなわち両方の算定基準期間）が変動す
るか否かである。そのいかんによって，定額部分と変動
分部の可変性も決まる。
１）ケース1（ナラシ）
　CとPの両方が変動するケースである。モデル事業や
「米に対する助成」の仕組み（図1と2）からすると，C
とP は毎年変動するもので，それに従って定額部分と
変動部分も変動するはずである。この場合，「米に対す
る助成」は定額交付金付き収入減少緩和対策，すなわち
ナラシである。例えば，米の生産コストと米価の下落傾
向が続くと，CとP は毎年低下する。ただ，CはPに比べ，
その算定基準期間がより長く（過去7年間），またその
変動の幅や速度がより緩やかな傾向にあることから，そ
の変動はPに比べて小さくなるといえる 35）。この場合，
①米価と生産コストとの差をすべて補填するという政策
趣旨からは，毎年，定額部分を引き上げざるをえない（そ
うしないと所得補償が不十分になる），②一方，変動部
分については，特定年度に米価が想定以上暴落すると変
動部分が予想より大きくなり，その年の予算が不足する
可能性が出る。なお，米価が傾向的に下落するとPも低
下するので，変動部分はある程度一定水準で推移するこ
とになる36）。ただ，この場合であっても毎年，定額部分
の引き上げが必要となる。
２）ケース2（不足払い）
　CとP の両方が固定される場合である。この際，政策
の仕組みから，定額部分は固定されるが，変動部分は毎
年の米価下落分に応じて大きく膨らむ。固定されたCに
基づく不足払いとなるが，傾向的米価下落の場面では財
政負担膨張の危険性は避けられない（財政負担が最も大
きいケース）。
　2011年度の本格実施ではモデル事業と同じ算定基準
期間が採用されたため，CとP の両方が固定化されたか
に見える 37）。しかし，今回の措置はあくまでも2009〜10
年産米価暴落の影響を避けるための恣意策と言える 38）。
農林水産省も「Pを毎年見直すことはないが，2012年産
以降，Cの見直しがある場合は，これとセットで検討し
ていく」39）としCとP の変動（算定基準期間の変更）の
可能性を否定しない。
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３）ケース3
　Cは固定，Pは変動する状況である。現実に，CはP
に比べて比較的に－とりわけ短期的には－固定的とみる
ことができる。この際，米価下落でPが低下すると，米
価と生産コストとの差をすべて補填するという政策趣旨
から，毎年，定額部分を引き上げざるをえない。変動部
分の動きについてはケース１と同様である。この場合，「米
に対する助成」は不足払いとなるが，ケース2と同様に
財政負担膨張の危険性は極めて高くなる。
（２）「米に対する助成」は「定額交付金付き収入減少緩
和対策」「ナラシ」である
　確かに磯田の指摘通り，当初案（09年10月版）の変
動部分は生産費基準の不足払いとして打ち出された形跡
はある40）。しかし政府は，今のところCとP（又定額部分，
変動部分）の変動可能性について明言を避けている。不
足払いかナラシかをめぐって政策的方針自体が未だに定
まってない。政策の迷いとせめぎ合いが進行中であると
いえる。
　ただ，以上の検討からは，現行の「米に対する助成」
は「定額交付金付き収入減少緩和対策」，すなわち「ナ
ラシ」（ケース1）であると言わざるをえない。新制度
の性格は生産者への所得補てんの面のみならず，制度の
持続安定性の側面からも重要な意味をもつ。政府は早急
にその性格を明確にすべきである。
５．米価の行方と政策の持続可能性に対する懸念
　「米に対する助成」の性格が不足払いであれナラシで
あれ，米価が下落すると所得補償額と財政負担は拡大す
る。特に不足払いの場合，財政負担は巨大化する。「膨
らむ財政負担で，不本意な形で政策の変更を余儀なくさ
れることになるのでは」41）と政策の持続可能性を危ぶむ
声が多い。そのため，財政負担抑制の唯一の道は米価維
持であり，新政策の持続可能性は結局，米価の行方にか
かっていると言える。
　政府は減反を選択させるための強力なメリットが用意
されたので減反参加が増え米価下落はないとみる42）。実
際に2010年度の戸別所得補償制度への参加（133万件）
は2009年の減反参加（122万件）を上回る。短期的には，
米価の大幅な下落は避けられるかも知れない。しかし，
米価にかかわらず米を作り続けたい零細・兼業や新政策
に大きなメリットを感じない農家の存在 43）から，米生
産自体が大きく減らない44）という意見も根強い。さらに，
市場では所得補填のことを織り込み，米価を下げる力が
働き45），既に卸業者による買いたたきも起きている46）。
　また，赤字を補填するという新制度の仕組みは生産者
側の自発的値引きにつながりかねない。売り切り競争の
もとで販売拡大のため自ら値引きに走る可能性のことで
ある 47）。実際に，2010 年度の場合，戸別所得補償参加
農家は前年の減反参加農家を上回ったが，（小規模農家
の参加率が高いため）米の減産効果は当初予想より薄く，
値引きによる売り切り戦略に転じた農業団体の動きも見
られた48）。米の需要減少も続く。その上，米価が下落し
ても所得は補償されるということで米価下落に対する農
家の抵抗・反発も以前より弱まったことも（容認），長
期的な米価下落の可能性を高める。 
　以上から分かるように，新制度においても「米過剰→
米価下落」という構図は大きく変らない。実際に，2010
年度の米価は大きく暴落した。米価維持は非現実的で甘
い見通しであり，米は常に価格下落の圧力にさらされて
いる。傾向的米価下落はさらなる財政負担増を招く。仮
に十分な農業予算が担保されなければ新制度は有効に機
能し得ない。財政負担からもし補助金の減額又は政策の
転換が行われば，農業現場は大混乱に陥る。新制度の最
大の問題は政策の持続可能性への懸念である。
６．日本農業政策のあり方について
　以上から，新制度の農家所得安定への一定の寄与は認
められるものの，構造改善，自給率向上，とりわけ政策
持続性に対する懸念が浮き彫りになった。新制度の不足
払いへの定着を主張する論者も多いが，不足払いは財政
負担増による政策持続性への懸念というより大きな課題
を突き付ける。最後に，不足払いの問題点を検討した上
で，日本農政のあり方について筆者の意見を簡単に述べ
る。
（１）不足払いと米価下落阻止対策の問題点
　米価下落傾向の下での不足払いは，膨らむ財政負担で
政策持続性が危ぶまれる。不足払い論者もこれを認めた
うえで，その解決策としての米価下落阻止対策を提示す
る。例えば，生産調整の選択制への移行，価格支持・維
持政策の廃棄（棚上げ備蓄米の米価下支え機能の完全放
棄）を上げ，新制度は米価下落を放置・容認する政策だ
と批判する磯田は，不足払いと「米価下落を促進または
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容認する政策」とのパッケージは財政負担膨張の危険性
があると指摘し，不足払いの定着には生産調整の維持（入
口対策）と政府買入れによる米価維持（出口対策）が必
要だとする49）。
　同じく，不足払いへの定着を主張する田代も，①米価
下落下での不足払いは財政負担増と制度安定性に悪影響
をもたらす，②そのため，生産調整の維持・強化と政府
による過剰農産物の買入れが必要である，③だが，新制
度は生産調整を選択制へ移行させ（生産調整に対する及
び腰），さらに出口対策をも否定するとし，民主党政策
を冒険主義と批判する50）。なお，新制度を当初設計通り
の「標準的生産費を基準とする不足支払い」に戻すべきだ
とする藤野は米価下落による補償の巨額化を避けるために
最低限の生産調整と国境措置の維持が必要だとする 51）。
さらに，服部は不足払い制導入に伴う財政負担増を日本
農業のため必要なコストだとする52）。　　　　
　ちなみに，不足払い論は，①農家経営安定のための「不
足払いの定着」，②米価下落による財政負担膨張を避け
るための「政府介入による米価維持」を主張するが，こ
れでは長い間，解決できなかった日本の農業問題の解決
をさらに先送りするだけである。
　「不足払い」にした場合，政策の持続性は保証できない。
混迷する政局のなか，野党からも戸別所得補償政策の撤
回・見直しが求められていることを考えればなおさらで
ある。なお「米価維持のための価格政策」では，日本農
業の競争力は生まれない。内外の圧力・制約要因で農政
の混乱は長引き，日本農業はより低迷するであろう。そ
の意味で，新政策の①米価下落の容認措置としての生産
調整の選択制への移行，②経営安定手段としての（不足
払いではなく）ナラシはむしろ評価したい。
（２）日本農業の方向性について
１）減反の見直しと担い手限定の直接支払い
　そもそも日本農政の行き詰まりは米が過剰なのに高米
価を維持しようとすることから始まった。日本農政がこ
の苦しい状況から脱却するには，まず米価維持の手段と
して利用されてきた減反政策を見直し，米価を市場に任
せる，すなわち主食用米を自由に作らせ，米価を下落さ
せることである。
　ただ，減反見直しによる米価下落は所得の大半を農外
兼業所得に依存する小規模（準主業と副業的）農家より，
大規模主業農家を直撃すること（表2）になるため，規
模など一定条件をクリアした担い手経営を対象とする直
接支払いが必要となる。2010年モデル対策における補
てん額の約半分（49.8％）が米作付面積３ha未満農家に
支払われた 53）ことを考えれば，担い手限定の直接支払
いは新制度より手厚い支援が可能となる。これはさらな
る規模拡大につながる。
２）規模拡大による生産コスト低減と米の国際競争力
　なお，規模拡大で米の生産コストは確実に下がる。作
付面積が10 haを超えると生産コストは減りにくくなる
とし，規模拡大の生産コスト削減効果を過小評価するよ
うな声もある 54）。しかし米作付面積の35％以上を占め
る1 ha未満農家の全算入生産コストが23,857円/60㎏で
あるのに対し，3 ha以上農家の平均は12,898円，5 ha以
上は12,539円，さらに10 ha以上になると11,998円まで
下がる（表3）。平均面積が5 ha〜10 haまで拡大するだ
けでも米の生産コストは大きく下がる。
　表４が示すように，現在，生産コスト12,898円以上（作
付面積 3 ha 未満）農家の作付面積・生産量は全体の約
70％を占める。一方，生産コスト 12,898 円以下（3 ha
以上）農家，12,539円以下（5 ha以上）農家の作付面積
表２　主副業別農家経営収支の内訳（2009年）
　単位：千円，（　）内は％
区　　分 全国平均 主業経営 準主業経営 副業的経営
農業所得
農業関連事業所得
農外所得
年金等の収入
総　所　得
1,042
6
1,685
1,833
4,566
(22.8)
（0.1）
（36.9）
（40.2）
（100）
4,383
3
340
823
5,549
(79.0)
（0.1）
（6.1）
（14.8）
（100）
203
14
4,282
1,622
6,121
（3.3）
（0.2）
（70.0）
（26.5）
（100）
242
2
1,568
2,170
3,982
（6.0）
（0.1）
（39.4）
（54.5）
（100）
農　家　数　割　合 20.3％ 22.9％ 56.8％
　資料：「平成 21 年農業経営統計調査」「平成 21 年農業構造動態調査の概要」より作成
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はそれぞれ全体の30.11％と25.30％に過ぎない。日本の
米の規模拡大・生産コスト削減の余地はまだ大きいとい
える。
　2000年以降，国際米価は高騰を続ける。これを受けて，
日本の主食用米輸入価格（約170円/㌔，2010年度中国・
米国精米短粒種SBS入札価格）も国産平均価格（251円，
09年産，産地と卸との取引価格）の約68％まで接近し
ている55）。内外価格差が縮小するなか，減反見直しによ
る米価下落・生産コスト低減は日本の米の国際競争力を
大幅に向上させる。減反を撤廃し，日本が得意にする，
日本に適している主食用米を自由に作らせる政策こそが
今必要である。
３）産業政策としての農業政策
　現在日本の農家の約8割は準主業または副業的経営で
あり（表2），その作付面積は全体の7割にものぼる。そ
のため，この部分にどう対応するかも課題であるが，こ
れについては，「産業政策として農業政策」から切り離
して議論すべきである。生源寺 56）も言うように，新制
度が農家を区分することなく全農家を対象に，しかも所
得再分配的側面だけに重点を置くのは問題である。構造
改善を伴わない所得再分配的対応では農業は強くならな
い。厳しい財政状況のなか，納税者からの納得もえられ
にくい。農業構造に対するビジョン，担い手像に基づく
「産業政策として農業政策」を期待する。
摘　　要
　農業政策の目的を農家所得向上・安定化と構造改善，
それによる食糧安定供給であるとすれば，戸別所得補償
制度はこの目的にどの程度合致するものなのか。本稿で
は，戸別所得補償制度の仕組みの検討と新政策に対する
賛否両論の論点を踏まえたうえで，これに答えようとし
た。分析からは，新制度の農家所得安定への一定の寄与
は認められるものの，構造改善，自給率向上，とりわけ
政策持続性に対する懸念が浮き彫りになった。日本農政
がこの苦しい状況から脱却するには，まず減反政策を見
直し，米価を市場に任せる，すなわち主食用米を自由に
作らせ，米価を下落させることである。
注
 1） ここでの記述は主に文献［8］［10］による。
 2） ただ，2011年度に限って，ナラシは存続する（［9］
の問3）。
 3） 制度の円滑な導入を図る観点から，都道府県の判断
で畑地も対象可。
 4） 各年度の価格変動を適切に反映するため，価格をと
る期間（出来秋〜翌年3月）をモデル対策（出来秋
〜翌年1月までの加重平均価格）に比べて長くした。
 5） ［1］．77-78，［6］．37-38。
表３　米の作付規模別全算入生産費　（円 /60 ㎏）
作付規模 15 ha 以上 10 ha 以上 5 ha 以上 3 ha 以上 1 ha 未満 平均
生産費 11,206 11,998 12,539 12,898 23,857 16,733
　資料：「平成 21 年米生産費統計」より作成。
表４　米 60kg 当り生産費階層別累積度数　単位：％
全算入生産費
（円）
経営体数
累積度数
作付面積
累積度数
生産量
累積度数
相当する
作付面積
11,206 未満 4.01 14.3 15.46 15 ha 以上
11,989 未満 5.66 18.78 20.19 10 ha 以上
12,539 未満 8.52 25.3 26.73 5 ha 以上
12,898 未満 10.85 30.11 31.54 3 ha 以上
・ 生産費 12,898 円以上（作付面積 3 ha 未満）農家：経営体数の 89.15％，作付面積の 69.88％，生産
量の 68.46％
　資料：「平成 21 年米生産費統計」より作成。
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 6） 農業者戸別所得補償制度実施要綱（平成23年4月1
日付け22経営第7133号農林水産事務次官依命通知）
等。
 7）［11］．9。
 8）［11］．34-44。
 9）［11］．44-52。
10）［11］．24-30。
11）［11］．19，56-60。
12）［11］．20，67。
13）［11］．81-97。
14）［6］．42。
15）［1］．86-93。
16）［12］．35-36。
17）［14］．104。
18）［14］．88-97。
19）［14］．76。
20）［14］．105。
21）［14］．92-102。
22）2010年6月25日，日本経済新聞記事。
23）［14］．28。
24） これに対し生源寺は，戸別補償制度が農業構造改革
の妨げになるほどの力はない。これからも作業委託
や農地を貸付したいと思う小規模・高齢者農家は増
加する。ただ（兼業農家をも大事にするという政策
メッセージで）作業委託や農地の貸付を受け入れる
側の動きが弱くなる（意欲をそいでしまう）ことが
むしろ問題だとする（［5］．16-17）。
25）［7］．1。
26）2010年6月24日，日本経済新聞記事。
27）［5］． 8-9。
28）［5］．15-16。
29） 2010年3月29日，7月5日，朝日新聞記事。
30） 新政策では個別農家の視点が重視されるあまり，地
域的視点が希薄化していると指摘するのは小針［3］
である。
31）2010年5月13日，日本経済新聞記事。
32）［4］．15-22。
33） 麦は 09 年の 246 千 Ha → 10 年 157 千 ha へ，大豆は
116千Ha→114千haへ減少。
34）［7］の問75,［9］の問79。
35） 実際，04〜07年の間，米価の低下ペースは生産費の
それより大きい，すなわち米価の低下幅は生産費の
低下幅を上回って推移する（藤野［12］．36-37）。
36） 変動部分について冬木［13］も同様の分析結果を示
した。
37） 磯田［1］はこれを「不足払いへの回帰の動き」と
みる。
38） 藤野も指摘するように，実際に2010年8月の概算要
求時のPは「06〜10年の5年中庸3年平均」とされ
ていた（［12］．36）。
39）［9］の問79。
40） CとP，定額部分がすべて固定された状況（磯田［1］
p．81の図4-1(1)）。
41）生源寺［5］．14-15。
42）農林水産省［7］．2。
43）2010年4月29日，日本農業新聞。
44） 矢口［17］［18］は新制度の定額部分の低さが生産
調整機能低下につながったとし，定額を最低２万円
に引き上げるべきだとする。
45）生源寺［5］．14。
46）2010年6月24日，7月19日，日本経済新聞記事。
47）伊藤［2］．34。
48）2010年9月1日，日本経済新聞記事及び冬木［15］。
49）［1］．93。
50）［6］．51-52。
51）［12］．41-43。
52）［11］．15。
53） 農林水産省（2011）米をめぐる関係資料．47。
54） 例えば，梶井功（2011）民主党農政かくあるべしー
期待と現実．民主党農政1年の総合的検証-日本農業
年報57．6-7．農林統計協会．東京。
55） 2011年11月26日，朝日新聞記事。
56） 生源寺は，日本農業構造を考えた場合，すべての農
家を全部一くくりでカバーしようとする農業政策は
無理がある。農家を①平地の小規模兼業農家，②専
業経営，③中産間地域農家に分類し，①は兼業所得
もあり米価をそれほど気にしない。そのため所得再
分配の対象とするのは意味がない，②にとって米価
は死活問題であるので農業を支える人材育成の観点
からの政策が必要であるとする（［5］．18-19）。
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